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株主各位 
会 社 名   アクモス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役会長兼 CEO  飯島秀幸 

 （コード番号 ６８８８ 東証スタンダード市場） 

問 合 せ 先 経営企画管理部長  末國真一 

 （ＴＥＬ ０３－５５３９－８８００） 

 

「第 32回定時株主総会招集ご通知」の一部訂正について 

 

 2023年 9月 11日付で送付いたしました当社「第 32回定時株主総会招集ご通知」の記載内容に一部誤りがござい

ましたので、ここに謹んでお詫び申し上げますとともに、当社ウェブサイトをもって下記のとおり訂正をお知らせいたし

ます。 

記  

 

１．訂正の理由 

  当社は、2023 年１月 19 日開催の取締役会決議をもって、取締役の報酬の内容に係る決定方法を改定いたしましたが、

2023年 9月 11日付で送付いたしました当社「第 32回定時株主総会招集ご通知」において、改定前の内容で記載していた

ことが判明いたしました。 

 

2．訂正箇所 

  第 32回定時株主総会招集ご通知 24 頁 

  事業報告 ３．会社役員に関する事項（4）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項 

 

なお、訂正箇所が多数におよぶことから、上記に係る訂正後のみの内容を記載しております。 

 

 【訂正後】 

（4）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項 

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定の方法 

当社は、取締役会の任意の諮問機関として独立社外取締役を主要な構成員とする指名報酬委員会の審議・答申を経て、

取締役会において取締役の報酬の内容に係る決定方法を決議しております。2021年 2月 19日開催の取締役会決議をもっ

て制定し、2023年 1月 19日開催の取締役会決議をもって改定いたしました。 

 

②取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要 

１）基本方針 

当社の取締役の報酬は、以下の、三項目を基本方針として決定しております。 

・透明性、客観性、独立性が確保されたコーポレートガバナンスによる決定プロセスであること 

・報酬の決定において、同業同規模の他社の報酬水準、経営内容、従業員給与とのバランス及び業績等の目標の達成

度に基づくこと 

・企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与し、株主の皆様との価値共有を一層促進すること      

また、当社は、以下、5)に記載の通り、取締役会の任意の諮問機関として、独立社外取締役が過半数を占める指名報酬

委員会を設置しており、取締役の報酬に関する事項を指名報酬委員会に諮問し、その答申を受けて、審議しております。 

 

 

 

 

 



2）報酬の種類 

(a)基本報酬(金銭報酬)  

当社は、役位毎の報酬テーブルに基づき、基本報酬を支給しております。役位毎の報酬テーブルは、取締役会が指名報

酬委員会に答申を諮問し、その答申案に基づき審議を行い決定しております。 

なお、監査等委員である取締役の報酬は、その職務内容に鑑み、基本報酬のみとしております。 

 

(b)業績連動報酬 

業績連動報酬は、業務執行取締役を対象にしており、金銭で支給される報酬（以下、「業績連動報酬（金銭報酬）」という。）

と、譲渡制限付株式で支給される非金銭報酬の株式報酬（以下、「業績連動報酬（株式報酬）」という。）の2種類があります。 

 

ア．業績連動報酬（金銭報酬） 

業績連動報酬（金銭報酬）は、短期業績のインセンティブとして付与し、グループ事業全体の経常的な収益力を示す連結

経常利益を業績指標として採用します。 

業績連動報酬（金銭報酬）は、基本報酬の報酬テーブルで役位毎に定める基本報酬額の年額の 10%を、年あたりの標準

額として設定し、連結経常利益の目標値の達成度に応じて、下記の通り、支給額が変動する仕組みを採用しており、1 事業

年度当たりの支給総額は、2,000万円を限度としております。 

（目標値を超過した場合） 経常利益目標超過額×12％＋標準額  

（目標値を 100％達成した場合） 標準額 

（目標値の 90％以上、100％未満の場合） 標準額×80％ 

（目標値の 90％未満の場合） 支給対象外 

 

イ．業績連動報酬（株式報酬）    

業績連動報酬（株式報酬）は、中期業績との連動性を重視し、中期経営計画の達成及び企業価値の向上に対するインセ

ンティブを付与し、業務執行取締役と株主の皆様との価値共有を一層促進することを目的としております。 

また、当社は、取締役会が定めた譲渡制限期間の譲渡、担保権の設定その他の一切の処分を禁止する譲渡制限株式報

酬制度を採用しております。譲渡制限期間中において、業績連動報酬（株式報酬）として株式の交付を受けた取締役に重

大な違反行為、不正行為、当社に不利益を与える行為等があった場合には、当社が株式報酬として取締役に交付した株式

を無償取得する旨を譲渡制限付株式割当契約書に規定いたします。 

業績連動報酬（株式報酬）は、中期経営計画の期間である３年毎に、 

（ア）交付の条件となる業績指標  

（イ）年報酬額として割り当てる当社株式の合計数及び金額換算の上限額 

（ウ）業務執行取締役の役位毎の支給株式数  

等、株式報酬を交付するために必要な事項は、取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の議案として、

指名報酬委員会に諮問し、その答申に基づいて取締役会で決議し、定時株主総会での議案承認に基づき、株式報酬制度

を決定しております。 

２０２５年６月期までの中期経営計画Ⅲの期間は、基準年度比の売上高増収率、営業利益増益率を業績指標としておりま

す。 

なお、当事業年度における増収率は 17.2％、増益率は 19.5％でした。 

（業績条件）基準年度：2022年６月期 

 2023年６月期 2024年６月期 2025年６月期 

基準年度比増収率 ７％ 14％ 21％ 

基準年度比増益率 ７％ 14％ 21％ 

 

 

3）報酬の種類ごとの割合に関する方針  

取締役会は、業務執行取締役の各報酬の種類別の割合について、指名報酬委員会の答申に基づき、取締役の個人別

の報酬等の額に対する割合を決定しております。 なお、業績指標を１００％達成した場合の基本報酬（金銭報酬）：業績連

動報酬（金銭報酬）：業績連動報酬（株式報酬）の割合は、8：1：１を、固定報酬と業績報酬の割合は、８：２を目安としておりま

す。 



4)取締役の個人別の報酬の内容等についての決定に関する事項 

（a）基本報酬(金銭報酬)  

指名報酬委員会は、取締役の個人別の金銭による報酬額について、基本報酬の原案の諮問を受け、役位毎に定める報

酬テーブルを基準とし、基本報酬額の取締役会への答申を行います。取締役会は、指名報酬委員会の答申内容を審議し、

各取締役に対する金銭報酬の支給額を決定し、毎月、金銭による固定報酬として支給しております。 

 （b）業績連動報酬 

ア．業績連動報酬（金銭報酬） 

取締役会は、前年度の連結経常利益が確定する定時株主総会の終了後に、指名報酬員会に業績連動報酬（金銭）の原

案を諮問し、その答申内容を踏まえ、個人別の支給額と支給日を決議します。その結果に基づき、業績連動報酬（金銭）は、

毎年一定の時期に、支給日を含む事業年度の報酬として支給します。 

 

イ．業績連動報酬（株式報酬） 

株式報酬の個人別の交付数は、予め定時株主総会の承認により役位毎に年報酬株式数の限度が定められております。  

定時株主総会終了後に、指名報酬委員会は、各事業年度の連結および単体の決算の結果に基づき、業績指標の達成

状況を確認し、株式報酬の交付の妥当性について取締役会に答申を行い、取締役会は、その答申に基づいて、株式報酬

の交付を決定し、交付日の属する事業年度の報酬として支給します。 

事業年度当たりの報酬限度額は、当社株式18,000株とし、かつ金額換算においては、年3,000万円以内としております。 

（年報酬株式数限度） 

業務執行取締役 年報酬株式数 

代表取締役会長 年 7,500株 

代表取締役社長 年 6,000株 

取締役（監査等委員を除く） 年 4,500株 

 

5)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法(４)を除く事項) 

指名報酬委員会は、代表取締役会長及び取締役会の決議によって選任された社外取締役を過半数以上とする 3 名で構

成され、社外取締役 1名を委員長としております。 

指名報酬委員会は、取締役の報酬水準、報酬の種類ごとの比率及び業績連動の仕組み等について定期的に審議を行う

ほか、取締役報酬に関する法制度等の環境変化に応じて開催し、委員会の審議結果に基づいて、取締役会に答申を行い

ます。 

 

6)その他取締役報酬に関する事項 

取締役（監査等委員である取締役を除く）報酬等の限度額   

      年額 1億 6千万円以内   （非金銭による報酬を含む） 

監査等委員である取締役の報酬等の限度額 

      年額 4千万円以内 

上記の報酬限度額定時株主総会決議日：2016年 9月 27日 

 

 

 

以   上 


